鳥取県知的財産マネジメント委員会運営要綱

（趣旨）

第１条　この要綱は、鳥取県附属機関条例（平成25年鳥取県条例第53号）（以下、「附属機関条例」という。）第７条の規定に基づき、鳥取県知的財産マネジメント委員会（以下「委員会」という。）の運営に関し必要な事項を定めるものである。

（委員会の組織）

第２条　委員会は、委員10人以内をもって組織する。

２　委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。
３　委員会に委員長を置き、委員の互選によりこれを定める。

（委員会の会議）

第３条　委員会の会議は、商工労働部長が招集する。

２　商工労働部長が必要があると認めるときは、事案の当事者その他の関係者及び学識経験者に対して、出席を求めて意見若しくは説明を聴き、又は資料の提出を求めることができる。

（庶務）

第４条　委員会の庶務は、鳥取県商工労働部経済産業総室において行う。

（検討する事項）

第５条　委員会は、附属機関条例別表第１で定める事項に関し必要な検討を行うものとし、その具体的な内容は次の各号に掲げる事項とする。

（１）県による知的財産権の取得に関すること。

（２）県が保有する知的財産の活用等に関すること。

（３）県の知的財産施策に関すること。
（４）その他、県の知的財産の取得・活用等に付随する必要な手続に関すること。
２　前項に掲げるもののほか、委員会は、県が設置した地方独立行政法人（地方独立行政法人法（平成15年法律第118号）第２条第１項に規定する地方独立行政法人をいう。）から要請のあった場合には、当該地方独立行政法人が保有する知的財産権に関し必要な検討を行うことができる。

（検討の対象となる知的財産権）

第６条　委員会での検討対象となる県又は前条第２項に規定する地方独立行政法人（以下

「地方独立行政法人」という。）が保有する知的財産権は、次の各号に掲げる権利とする。
（１）特許法（昭和34年法律第121号）に規定する特許権及び特許を受ける権利
（２）実用新案法（昭和34年法律第123号）に規定する実用新案権及び実用新案登録を
受ける権利
（３）意匠法（昭和34年法律第125号）に規定する意匠権及び意匠登録を受ける権利

２　前項に掲げるもののほか、知的財産基本法（平成14年法律第122号）第２条２に定められる権利に関し、必要な検討を行う。
（検討の対象となる行為）

第７条　第５条第１項に規定する、委員会で検討を行う項目のうち、同項第１号及び第２号に規定する検討内容は次の各号に掲げる行為とする。

（１）第５条第１項第１号　県が保有する特許を受ける権利の審査請求
（２）第５条第１項第２号　県が取得した前条第１号から第３号に規定する知的財産権
（以下「特許権等」という。）の権利更新
２　第５条第２項により、地方独立行政法人が保有する知的財産権に関し、委員会が検討を行う場合において、当該検討内容は、当該地方独立行政法人が保有する特許を受ける権利の審査請求又は当該地方独立行政法人が取得した知的財産権の権利更新とする。

（審査請求の対象）

第８条　委員会は、県が特許を受ける権利のうち、県の施策上権利化する必要があると判断する特許を受ける権利の審査請求実施に関し、次の各号の基準にもとづき、審査請求についての検討を行う。
（１）当該特許を受ける権利について、県以外の者に実施の許諾をしているもの、又は
その見込みがあること。
（２）当該特許を受ける権利を利用する可能性のある取組が進んでおり、将来的に
実施の許諾をする可能性が見込めること。
（３）県の試験研究機関、大学、短期大学、高等専門学校、国公設試験研究機関及び企
業等（以下「大学等」という。）において当該特許を受ける権利を利用した新たな発
明、研究開発、事業化に関する計画があること。
（４）県が特許権を登録することが、公共、公益上必要と認められること。

（審査請求の検討方法）

第９条　委員会は、次の各号に掲げる書類に基づき、特許を受ける権利の審査請求実施に関し検討を行う。

　（１）審査請求審査表

　（２）当該特許を受ける権利に係る勤務発明届を提出した発明者からの意見書

　（３）共同出願人がいる場合には、その意見を付した書類

（権利更新の対象）

第10条　委員会は、県が特許権等のうち、新規性及び進歩性を有し、かつ行政上及び産業上の利用価値が認められると判断する特許権等の権利更新に関し、次の各号の基準にもとづき、権利更新についての検討を行う。
（１）当該特許権等の実施により実施料収入があること又は実施料収入の見込みがある
こと。
（２）当該特許権等の実施を具体的に検討している者があり、将来的に実施料収入の見
込みがあること。
（３）県の試験研究機関又は大学等において、当該特許権等を利用した新たな発明・研
究開発計画があり、特許権等を消滅させることが適当でないこと。
（４）県が当該特許権等を維持することが、公共、公益上必要と認められること。

（権利更新の検討方法）

第11条　委員会は、次の各号に掲げる書類に基づき、権利更新に関し検討を行う。

　（１）権利更新審査表

　（２）当該権利に係る勤務発明届を提出した発明者からの意見書

　（３）共同出願人がいる場合には、その意見を付した書類

（その他）

第12条　この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員会に諮って定める。

附　則

この要綱は、平成１８年１１月１日から施行する。

附　則

この要綱は、平成１９年８月２４日から施行する。

附　則

この要綱は、平成２３年４月６日から施行する。
　附　則

　この要綱は、平成２６年１１月１１日から施行する。
　附　則

　この要綱は、平成２７年７月２４日から施行する。
